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公告 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、長野県知事から、令和５年３月９日付けで包括外部

監査人弓場法氏から提出のあった令和４年度包括外部監査の結果に関する報告に基づき、次のとおり措置を講じた旨通知が

ありましたので、同項の規定により、これを公表します。 

令和６年３月28日 

                                      長野県監査委員 増 田 隆 志 

                                         同    青 木 孝 子 

                                         同    柄 澤 千恵子 

                                         同    依 田 明 善 

１ 監査の対象となった事件名 

「次代へつなぐ信州農業」に係る財務事務の執行 ～信州農業の付加価値の向上を目指して～ 

２ 措置の内容等 

項 目 区分 
記 載 

ページ 
監査の結果等（要旨） 措置等の内容 

【補助金に係る消費税等

の返還】 

職員向け手続書の整備の

必要性について 

意見 68 補助金によって賄われた経費等に係る消費税

等について、返還義務の有無や返還金額の計算は

複雑であるため、その適正な執行にあたっては、

県農政部の職員が、返還の有無の判定や返還され

た補助金の額が正しいかの検討を行うにあたっ

ての手続書の整備を検討していく必要がある。 

県農政部では、部内のマニュアルである「補助

事業を正しく進めるために」（令和３年４月 県

農政部）の中で、補助事業等における消費税相当

額の取扱いについて定めている。しかしながら、

この記載のみでは、県農政部職員が補助事業等に

おける消費税相当額について、適切に対応するこ

とは困難であると思われる。 

複雑な消費税相当額の返還事務を行うには、よ

り詳細な手続書を作成して、県農政部職員に周知

することについて検討が必要である。 

補助金等交付事務におけ

る消費税相当額の取扱いに

ついては、農政部職員が各

自適切に対応できるよう、

マニュアルを整備してまい

ります。 

【補助金に係る消費税等

の返還】 

補助事業者向け説明資料

の作成について 

意見 69 県農政部職員にとっても複雑な補助金に係る

消費税相当額の返還事務については、補助事業者

にとっても同様に判断が難しい面がある。 

そのため、補助事業者にとってわかりやすい説

明資料やホームページを整備していくことを検

討していく必要がある。 

補助金等に係る消費税相

当額の返還については、補

助事業者が適切に報告でき

るようフローチャートを用

いるなど、わかりやすいマ

ニュアルを整備してまいり

ます。 

【補助金に係る消費税等

の返還】 

インボイス制度導入後の

免税事業者等からの仕入

に係る経過措置の取扱い

について 

意見 70 令和５年10月１日より、適格請求書等保存方式

（インボイス制度）が開始される。 

インボイス制度では、適格請求書発行事業者以

外の者（消費者、免税事業者又は登録を受けてい

ない課税事業者）からの課税仕入れについては、

仕入税額控除のために保存が必要な請求書等の

交付を受けることができないことから、仕入税額

控除を行うことができない。 

しかしながら、インボイス制度開始から一定期

間は、適格請求書発行事業者以外の者からの課税

仕入れであっても、仕入税額相当額の一定割合を

仕入税額とみなして控除できる経過措置がある。 

そうなると、補助事業者が補助金で免税事業者

等から仕入を行った場合には、経過措置により控

除した仕入控除税額についても返還すべき消費

税相当額が生じると考えられる。 

一方、この経過措置は、免税事業者等が取引か

ら排除されることなどを防止するために設けら

インボイス制度の経過措

置に基づき、適格請求書発

行事業者以外の者からの課

税仕入であっても仕入税額

相当額の一定割合を控除で

きるよう、マニュアルを整

備してまいります。 
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項 目 区分 
記 載 

ページ 
監査の結果等（要旨） 措置等の内容 

れた側面があることから、補助事業者が補助金に

係る消費税相当額の返還が必要だとすると、当該

効果が減殺される恐れがある。 

したがって、今後、県農政部として、国等の動

向も踏まえて、対応を検討しておく必要がある。 

【かんがい排水事業】 

県営農業農村整備事業新

規地区検討委員会におけ

る議事録等の作成につい

て 

 

意見 104 県は、本事業並びに後述する「県営畑地帯総合

土地改良事業」及び「経営体育成基盤整備事業」

において、新規に事業実施を要望する地区（以下

「新規要望地区」という。）に係る調査計画業務の

取扱いについて、県営農業農村整備事業新規地区

調査計画業務取扱要領を定め、同要領に基づき事

業を実施することとしている。 

同要領の第４第１項においては、県の農政部長

が新規要望地区から提出のあった審査依頼書等

を検討するものとされ、具体的な検討機関とし

て、県営農業農村整備事業新規地区検討委員会設

置要領に基づく県営農業農村整備事業新規地区

検討委員会（以下「検討委員会」という。）が設置

されている。 

検討委員会における検討過程については、非公

式な文書として、検討結果が記された書面が残さ

れている場合があるが、これら書面を議事録等と

して作成するルールは設けておらず、出席者の発

言や具体的な検討過程等が必ずしも残されてい

るとは言えない状態である。 

新規要望地区について、検討委員会において適

正に検討した根拠として、検討委員会における検

討過程、検討結果等を議事録等として書面に残し

ておくことが望ましい。 

検討委員会の開催にあた

り、出席者の発言や検討過

程、検討結果等について記

録を取りまとめ、書面に残

すこととしました。 

【県営畑地帯総合土地改

良事業】 

公共事業評価における実

効性確保について 

 

意見 108 (1) 事前評価の適時性について 

今回、監査対象のサンプルとして令和３年度

に実施した事業につき、新規事業優先順位評価

シートを確認したところ、効率性の視点におい

て評価指標とされる費用対効果分析に関して

の評価が、県公共事業評価の前段階における県

農政部内での検討・審査（県営農業農村整備事

業新規地区検討委員会）の段階では未算定とな

っていた。 

実質的には、費用対効果が1.0以上であるこ

とは概算により見込まれていると考えられる

が、当該評価プロセスの実効的な運用を確保す

るために、県農政部内での検討段階においても

定量的な根拠をもって確認される運用が望ま

しい。 

(2) 事後評価の運用について 

事業の内容及びその事業に対する事後評価

結果を、県民に対するアカウンタビリティのた

めに、積極的に情報発信・見える化を行うこと

が望ましい。 

(1) 農政部内での検討・審

査（県営農業農村整備事

業新規地区検討委員会）

の段階においても、可能

な限り正確な費用対効果

を把握した上で評価を行

うよう努めてまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域振興局のホームペ

ージを活用し、事業内容

や事業実施後の効果につ

いて掲載し情報発信する

よう努めてまいります。 

 

監査委員事務局 


